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1 はじめに
身の回りのあらゆるものにコンピュータが組み込ま

れるユビキタス環境では、コンピュータ同士の通信の
みならずコンピュータと現実が連携し、位置などのコ
ンテクスト依存のサービスを提供することが重要に
なってくる。そのためにはコンピュータが現実世界の
あらゆる情報を取得、識別できる必要がある。

特に位置に依存したサービスを提供するためには、
コンピュータが自分の位置を知るだけではなく、環境
に存在する物の位置を知る必要がある。しかし、位置
を知るためにすべての物に位置情報を得るためのセン
サを取りつけることは難しい。そこで本稿では非接触
ICカードを利用した位置情報の取得方式を提案する。

2 従来方式
コンピュータで物の位置情報を取得するひとつの方

法として、測定するためのセンサ部を対象物に取りつ
ける方法がある [1]。このような方式を用いることで
取りつけたセンサ部の位置を得ることが可能になる。

しかし、従来方式には次のような問題点がある。

• センサのコスト
測定対象物に一つ以上 (向きを取得するためには
最低三つ)のセンサが必要となる。

• センサへの電力供給
電池駆動の場合には電池寿命が存在する。外部か
ら供給する場合には配線が必要となる。

• センサの取り付け
センサの貼付位置が測定点となるため、事前にセ
ンサの取り付け位置を正確に計測しておく必要が
ある。また、対象物の大きさも測定する場合には、
センサを隅へ取りつける必要があり、物理的な制
約が大きい。

3 提案方式
3.1 提案方式の概要

本稿ではセンサを取りつける代わりに非接触 ICカー
ドを利用した位置検出方式を提案する。提案方式は屋
内での利用を想定し、あまり動かない物を対象として、
固有の ID情報を持ち非接触で通信が可能な IC カー
ド (非接触 ICカード)を位置情報の取得対象となるす
べての物 (オブジェクト)に貼付ける。位置センサを
取りつけた小型の端末を利用し、貼付けたカードから
固有の ID情報などを読み出し対象物の識別を行なう。
次に端末により対象物を測定することで対象物の位置
と向きを取得する方式である。
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提案方式を用いることで、端末のみに位置センサを
搭載すればよく、位置情報の取得を安価に行なえる。
また、非接触 ICカードは通信時にカードリーダライ
タから供給される電力により動作するので、電力供給
の問題も解決される。さらに非接触 ICカードの貼付
位置が測定点ではないため、カードの貼付はオブジェ
クトの任意の位置に行なえ柔軟性が高い。

3.2 システム構成
本稿で提案する位置検出方式を利用した位置情報管

理システムは図 1の構成になる。本システムは、次の
四つの要素から構成される。
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図 1: システム構成
• 非接触 ICカード: オブジェクトに貼付けた非接
触 ICカードは固有の ID番号を持つ。これに加
えてオブジェクトの属性情報 (大きさや色や素材
など) を必要に応じてカード内に存在するメモリ
にあらかじめ格納しておくこともできる。一般的
な非接触 ICカードは数キロバイト程度のメモリ
(EEPROM)を持っており、このようなテキスト
情報の格納には十分な容量がある。

• 測位システム: 測位システムは、三次元空間の
位置を測定し取得するための装置である。屋内で
の利用を想定した場合、超音波の伝搬時間を利用
し、位置検出部 (位置センサ取り付け部)と複数
地点との距離を計測、計算し位置を割り出すシス
テムなどを利用する。位置を測定するためのセン
サ部は登録端末に取りつける。

• 登録端末: オブジェクト情報 (オブジェクトの
位置情報および属性情報)を取得し、その情報を
サーバへ登録するために小型の端末を用いる。こ
の端末は非接触 ICカードのリーダライタを持ち、
オブジェクトに貼付された非接触 ICカードから、
内部に保持されている情報 (固有 ID、属性情報)
を読み出すことが可能である。また前述の通り位
置取得のためのセンサを取り付けてあり、本端末
の位置情報が取得可能になっている。
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• オブジェクト情報サーバ: オブジェクト情報サー
バは、端末から送られるオブジェクト情報をデー
タベースを用いて保管・管理する。オブジェクト
の属性情報に加えて、三次元の空間位置情報も扱
う必要があるため、位置情報の管理には空間検索
が可能なデータベースを使用する。登録端末およ
びアプリケーションはこのサーバにアクセスしオ
ブジェクト情報を取得する。

なお登録端末とオブジェクト情報サーバ間の通信で
はデータを XML (Extensible Markup Language)に
より符号化することとした。

3.3 基本動作
位置情報の取得、登録は次の手順で行なう。
1. ユーザはオブジェクトに貼付した非接触 ICカー
ドに端末を近づける。この時、端末はカードリー
ダライタを通して非接触 ICカードと通信を行い、
オブジェクトの IDと属性情報を読み出す。

2. 次に端末を利用して測位システムから位置情報
(三次元位置・向き情報) の取得を行なう。オブ
ジェクトの位置情報の計測は、オブジェクトのあ
らかじめ定めた点の空間位置を測定することで行
なう。位置情報の取得は次の三通りの方法がある。

(a) [大きさ取得可] オブジェクトの大きさが取
得可能 (非接触 ICカードかオブジェクト情
報サーバに登録済)の場合には、端末を使用
し同一直線上に存在しないオブジェクト上
の三点の位置を測定する。これらの三点は、
オブジェクト内のある一点 (基準点)からの
オフセットが既知 (あるいは取得可能)であ
れば良く、必ずしもオブジェクトの隅であ
る必要はない。例えば図 2のテレビの場合
では点 1から点 3の三点を測定することで
位置情報の取得を行なう。次に測定した空
間上の三点の位置とオブジェクト内でのこ
れら三点の位置関係をもとに計算を行ない
オブジェクトの向き (回転行列)を求め、測
定点からオブジェクト基準点までのオフセッ
ト補正し基準点の座標を得る。

このようにして位置を表わす基準点の座標、
向きを表わす回転行列が得られることで、オ
ブジェクトの位置は一意に定まる。

(b) [一点測定] 前述の方法では、位置情報に複
数点の測定が必要だが、オブジェクトの大
きさが取得可能で、向きの情報も取得可能
であるセンサを利用できる場合には一点の
みの測定で済ませることが可能となる。こ
の方法では、オブジェクトの基準点からの
オフセットが既知である一点のみを事前に
決めておいた方向に端末を向けて測定する。
例えば図 2のテレビの場合では点 2のみを
測定し、その際に端末を上方 (点 3から点 2
の向き)へ向けて測定する。測定により得ら
れた端末の向きからオブジェクトの向きを
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図 2: 複数点測位による位置情報取得

計算し、基準点から測定点までのオフセット
を補正し、基準点座標と回転行列を得る。

(c) [大きさ取得不可] オブジェクトの大きさが
ICカードあるいはサーバから取得不可能で
ある場合には、位置情報の取得と合わせて
大きさの取得も行なう。この場合は、同一平
面上にないオブジェクトの隅四点の位置を
測定する。

四点の空間位置を測定することで、オブジェ
クトの位置、向きに加え、幅、高さ、奥行き
の情報を得ることが可能となる。

3. 端末を使用して得られた位置、向き、大きさや属
性情報などの全てのオブジェクト情報をXMLで
記述しオブジェクト情報サーバへ送る。

4. オブジェクト情報サーバは、端末から送られてき
たXMLデータを解析してデータベースへ登録す
る。位置情報の格納には空間検索を利用できる
データベースを使用し、残りの情報にはリレー
ショナルデータベースを利用する。

4 まとめ
本稿では、位置情報を取得する対象となる物へ位置

センサを取りつけることなく位置・向き情報を取得す
ることが可能にし、物の位置を容易にコンピュータへ
入力することを可能する方式を提案した。位置センサ
の代わりに安価で薄い非接触 ICカードを貼付するこ
とで、従来方式に比べてコストを抑え、電力供給の問
題も解決した。さらに貼付位置が測定点ではなくなる
ため取り付けが容易に行なえる。今後は本システムの
実装、評価を行っていく予定である。
本研究は通信・放送機構からの委託研究「ユビキタ

スコンピューティング環境を実現する基盤ネットワー
クプロトコルの研究開発」に基づき行われたもので
ある。
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